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 労働者災害補償保険法施行規則及び炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する 

特別措置法施行規則の一部を改正する省令の施行について 

 

 

労働者災害補償保険法施行規則及び炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法

施行規則の一部を改正する省令（平成２３年厚生労働省令第３５号。以下「改正省令」という。）

が平成２３年３月３１日に公布され、本日から施行されることとなったので、下記の事項に留

意の上、事務処理に遺漏なきを期されたい。 

 

記 

 

１ 改正の内容 

 （１）労働者災害補償保険法施行規則の一部改正 

労働者災害補償保険法施行規則（昭和３０年労働省令第２２号。以下「労災則」とい

う。）第１８条の３の４及び第１８条の１４に規定する介護（補償）給付の額を、次のよ

うに改正するものである。 

① 常時介護を要する被災労働者 

ア その月において介護に要する費用を支出して介護を受けた日がある場合（イの

場合を除く。） 

その月において介護に要する費用として支出された費用の額（その額が１０４，

５３０円を超えるときは、１０４，５３０円とする。） 

イ その月において介護に要する費用を支出して介護を受けた日がある場合であっ

て介護に要する費用として支出された費用の額が５６，７２０円に満たないとき

又はその月において介護に要する費用を支出して介護を受けた日がない場合であ

って、親族又はこれに準ずる者による介護を受けた日があるとき 

５６，７２０円（支給すべき事由が生じた月において介護に要する費用として

支出された額が５６，７２０円に満たない場合にあっては、当該介護に要する費

用として支出された額とする。） 

 



  

② 随時介護を要する被災労働者 

ア その月において介護に要する費用を支出して介護を受けた日がある場合（イの

場合を除く。） 

その月において介護に要する費用として支出された費用の額（その額が５２，

２７０円を超えるときは、５２，２７０円とする。） 

イ その月において介護に要する費用を支出して介護を受けた日がある場合であっ

て介護に要する費用として支出された費用の額が２８，３６０円に満たないとき

又はその月において介護に要する費用を支出して介護を受けた日がない場合であ

って、親族又はこれに準ずる者による介護を受けた日があるとき 

２８，３６０円（支給すべき事由が生じた月において介護に要する費用として

支出された額が２８，３６０円に満たない場合にあっては、当該介護に要する費

用として支出された額とする。） 

 

 （２）炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法施行規則の一部改正 

    労働者災害補償保険法等の一部を改正する法律（平成７年法律第３５号。以下「改正

法」という。）附則第７条の規定により炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別

措置法（昭和４２年法律第９２号）第８条の規定に基づく介護料は廃止されたところで

あるが、改正法附則第８条の規定により、改正法の施行の日（平成８年４月１日）の前

日において介護料の支給を受ける権利を有していた被災労働者について、改正前の炭鉱

災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法第８条の規定は、なおその効力を有す

ることとされている。 

当該規定に伴い、労働者災害補償保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成８年

労働省令第６号。以下「平成８年省令」という。）第３条の規定により削除された介護

料の額を規定する炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法施行規則（昭和

４２年労働省令第２８号）第７条についても、平成８年省令附則第６条の規定により、

当該被災労働者について、なおその効力を有することとされているところであるが、今

般、当該介護料の金額を、次のとおり改正するものである。  

   ① 常時監視及び介助を要するものについての介護料の額 

月額 ５６，７２０円（その月において、介護に要する費用として支出された費

用の額が５６，７２０円を超える場合は、当該支出された費用の額（その額が１０

４，５３０円を超えるときは、１０４，５３０円）） 

   ② 常時監視を要し、随時介助を要するものについての介護料の額 

月額 ４２，５４０円（その月において、介護に要する費用として支出された費

用の額が４２，５４０円を超える場合は、当該支出された費用の額（その額が７８，

４００円を超えるときは、７８，４００円）） 

   ③ 常時監視を要するが通常は介助を要しないものについての介護料の額 

月額 ２８，３６０円（その月において、介護に要する費用として支出された費

用の額が２８，３６０円を超える場合は、当該支出された費用の額（その額が５２，



  

２７０円を超えるときは、５２，２７０円）） 

 

２ 施行期日等 

この改正は、平成２３年４月以後の月に係る介護（補償）給付及び介護料について適用

する。 

また、平成２３年３月以前の月に係る介護（補償）給付の額及び介護料の金額について

は、平成２３年４月以後に支給する場合であっても、なお従前の例によること（改正省令附

則第２項）。 

 

３ 関係通達の改正 

これに伴い、昭和４２年１０月２５日付け基発第９９５号通達（以下「昭和４２年施行

通達」という。）の一部を次のとおり改正し、平成２３年４月１日以後の月に係る介護料の

金額について適用する。 

 (１) 「炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法施行規則の一部を改正する省

令の施行について」（平成８年４月１０日付け基発第２２８号。以下「平成８年施行

通達」という。）記の３(２)によりなおその効力を有するものとされる平成８年施行

通達記の３(１)による改正前の昭和４２年施行通達記の第８の３中「５６，７９０円」

を「５６，７２０円」に、「１０４，７３０円」を「１０４，５３０円」に、「４２，

５９０円」を「４２，５４０円」に、「７８，５５０円」を「７８，４００円」に、

「２８，４００円」を「２８，３６０円」に、「５２，３７０円」を「５２，２７０

円」に改める。 

 (２) 同記の第８の４中「５６，７９０円、４２，５９０円又は２８，４００円」を「５６，

７２０円、４２，５４０円又は２８，３６０円」に改める。 

 


